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欧州ＥＬＶに関する指令について

２０００年９月にＥＵでのＥＬＶに関する指令の制定 発効が行なわれた それまで 各国独自２０００年９月にＥＵでのＥＬＶに関する指令の制定・発効が行なわれた。それまで、各国独自
の法制度に基づき、自動車のリサイクルが取り組まれていたが、制定・発効後は、同指令に
沿った国内制度を整備し、ＥＵ全体で取組を行っている。

ＥＬＶの引取ネットワークを構築
生産者がＥＬＶの引取りに関して契約を結んだ引取場所（おもに解体業者）で引き取られるＥＬＶのみ

が、無償引取を保障。生産者と契約がない処理施設に届けられたＥＬＶの逆有償コストは、生産者負担
義務 な 解釈 解体業者 対する生産者 地位が支 的なも なの義務はないと解釈。このことにより、ＥＵでの解体業者に対する生産者の地位が支配的なものになり

得る可能性がある。

ＥＬＶの無償引取りを保障ＥＬＶの無償引取りを保障
無償引取に関わる生産者の責任は、

（ａ）生産者と契約がある施設に届けられ、
（ｂ）逆有償となった場合

の条件を満たし、「市場のマイナス価値のみ」（マイナスの実費分）を負担することであると解釈されてい
る。

自動車製品及び自動車部品への特定重金属の使用制限自動車製品及び自動車部品への特定重金属の使用制限
2003年7月以降に市場投入される自動車とその部品が鉛、水銀、カドミウム、六価クロムを含まない

ことを確保される必要があり。
（ただし、一部免除される部品等あり。）（ただし、 部免除される部品等あり。）

加盟国政府は、ＥＬＶ指令に基づき国内法を制定
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欧州ＥＬＶに関する指令の概要

条項 概要

目的（１条） ●目的として、①ＥＬＶの処理に関わる事業者の環境パフォーマンスの改善、②処分廃棄物の
削減、③再使用・リサイクルの促進を掲げる。

定義（２条） 省略

範囲（３条） ●ＥＬＶ指令の適用範囲は、ＥＬＶ（廃車）のみならず、メンテナンスおよび修理によって
回収された部品にも及ぶことが明記。欧州では、メンテナンス・修理の為に回収された使
用済部品の回収 リサイクルが生産者に義務づけ用済部品の回収・リサイクルが生産者に義務づけ。

●ＥＬＶに関しては、適用対象者が５００台未満／年の製造または輸入している事業者には
引取保証義務の免除。

予防（４条） ●有害物質の環境への放出を未然に防止し、リサイクルを容易にするために、自動車製造業者
は 設計段階から有害物質の使用を抑制しなければならないは、設計段階から有害物質の使用を抑制しなければならない。

●自動車製造業者は、リサイクルをしやすいように配慮して自動車の設計と生産をするように
義務づけ。
→「付属書Ⅱ」に規定されている条件のもとで2003年7月以降に市場投入される自動車とそ
の部品が鉛 水銀 カドミウム 六価クロムを含まないことを確保しなければならないの部品が鉛、水銀、カドミウム、六価クロムを含まないことを確保しなければならない。

収集（５条） ●生産者は、自動車が修理された際、取り外された使用済部品の収集システムの構築を義務づ
け。

●加盟国は、ＥＬＶ証明書の提示がＥＬＶの登録抹消の条件となる制度を創設するものとする。
●生産者は ＥＬＶがゼロまたはマイナスの市場価値を有する場合 これに伴う費用の全てま●生産者は、ＥＬＶがゼロまたはマイナスの市場価値を有する場合、これに伴う費用の全てま
たはそのかなりの部分を負担しなければならない。

●欧州委員会は、生産者が負担する費用が市場のゆがみにつながらないように監視し、必要で
あれば、欧州議会及び理事会に対してその改正を勧告する。
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欧州ＥＬＶに関する指令の概要

条項 概要

処理（６条） ●加盟国は、本指令の「付属書Ⅰ」に規定する最低限のＥＬＶの処理に関わる技術的・
環境的要件を遵守し、すべてのＥＬＶが保管・処理されることを確保するのに必要な
措置を講じなければならな措置を講じなければならない。

●また、加盟国は「付属書Ⅰ」の規定を満足したＥＬＶ処理施設に対して業許可を与え
る許可制を導入しなければならない。

再使用とリカバリー ●加盟国は、経済的事業者によって以下の目標値が達成されることを確保するために、

（７条） 必要な措置を講じるものとする。
（a）2006年1月1日までに、再使用とリカバリーについては、85％以上とし、再使用と
リサイクルについては、80％以上とする。
（b）2015年1月1日までに、再使用とリカバリーについては、95％以上とし、再使用と
リサイクルについては85％以上とするリサイクルについては85％以上とする。

表示基準／解体情報
（８条）

●生産者は、再使用とリカバリーに適している部品と素材の区別を可能にするために、
生産者は部品と素材の表示基準を採用し、それらを表示しなければならない。

報告及び情報（９条） ●加盟国は ３年毎に本指令の実施に関する報告書を委員会に送付するものとする報告及び情報（９条） ●加盟国は、３年毎に本指令の実施に関する報告書を委員会に送付するものとする。
●最初の報告書は、2002年4月21日からの３年間を対象とし、欧州委員会は加盟国の報告書

を受領してから９ヶ月以内に本指令の実施に関する報告書を公表するものとする。
●加盟国は、経済的事業者（解体業者及び破砕業者）に対し、目標値に関わるモニタリングを

実施し、欧州委員会に報告するとともに、情報の公表を行う。実施し、欧州委員会に報告するとともに、情報の公表を行う。

実施（１０条） ●加盟国は、2002年4月21日までに、本指令に準拠するため法律、規則および行政規程を施
行しなければならない。

評議会手続（１１条） 省略
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加盟各国の国内法

国 名 準拠法

オーストリア 廃棄物管理法(2002)に基づくＥＬＶ政令(2002/11)

ベルギー 第二次自主規制(2004) 州法による施行：フランダース(2003)／ブリュッセル(2004)／ワロニア(2003)

デンマーク 合同法(Consolidation Acts 373 & 860)(1999) 2002年6月19日改正

フィンランド 法2001/9/1

フランス 自主規制(1993)、ＥＬＶ管理法(Decree No 10)(2003 /3/13)

ドイツ 使用済み自動車政令(2002/7/1)

ギリシャ ＥＬＶ指令施行に関する大統領令

アイルランド 自主規制(2001/09)、環境保護法(2004/7/12)

イタリア 国家法(2003/8/3)及び地方条例

ルクセンブルグ 一般廃棄物法（改正・施行：2003/4/1）ルクセンブルグ 般廃棄物法（改正 施行：2003/4/1）

オランダ ＥＬＶリサイクルコンセプト法(2002 /6/4)

ノルウェー 国家制度(1978)をベースに一部改正し施行(2002/7/16)

ポルトガル 廃棄物処理法(1998)／自主規制(1999)／ELV法(2003/8/24 )ポルトガル 廃棄物処理法(1998)／自主規制(1999)／ELV法(2003/8/24～)

スペイン 法令 RD1383/2002 (2003/1/3)

スウェーデン 自動車スクラップ法(1975/5)／自動車生産者責任法(1997/10)／自動車解体基準法(2002/4)／行政法
(2003/特定物質使用禁止法(2003/7)5)
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(2003/特定物質使用禁止法(2003/7)5)

英 国 ＥＬＶのための制度法2003 No.2635 (2003/11/3)／2005 No.263



加盟各国の国内法

国 名 準拠法

キプロス ＯＴＺ法 No 157 (I)2003／公布 2003/10/3／施行 2004/5/1キプロス ＯＴＺ法 No.157 (I)2003／公布 2003/10/3／施行 2004/5/1

チェコ共和国 法188/2004Coll.（廃棄物法の改正） 公布 2004/4/2 施行 2005/4/13

エストニア 「廃棄物法」の中にELV取扱要件を設定 公布 2003/5/1 施行 2004/5/1

ンガリ 政令N 267/2004 （IX 23） 公布 2004/9/27 施行 2005/1/1ハンガリー 政令No.267/2004 （IX.23） 公布 2004/9/27 施行 2005/1/1

ラトビア ELV管理法 公布 2004/1/29 施行 2004/5/1

リトアニア 環境大臣令No.710 公布 2004/12/24 施行 2004/12/24

マルタ 廃棄物管理法におけるELV関連法 公布 2004/2/24 施行 2004/5/1

ポーランド ELVリサイクル法 公布 2005/2/11 施行 2005/2/11

スロバキア 改正廃棄物法 No.223/2001（第4部） 公布 2004/3/1 施行 2004/3/1

スロベニア 法188/2004Coll.（廃棄物法の改正） 公布 2004/4/23 施行 2005/4/1
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ＥＬＶ指令が定める目標値と達成に関する責任

ＥＬＶ指令の基本的な解釈では、目標値を達成する責務は加盟国政府にある。加盟国政
府が目標値の達成を要求する事業者は、解体業者及び破砕業者である。

項 目 ２００６年までの目標値 ２０１５年までの目標値

再使用率＋リサイクル率 80% 85%再使用率＋リサイクル率 80% 85%

再使用率＋リサイクル率
＋エネルギーリカバリー率

85% 95%

日本 具体例 Ｅ Ｕ

※参考（日本とＥＵの定義の違い）

日本 具体例 Ｅ Ｕ

リ
サ

材料リサイクル 同じ材料の再商品化
Mechanical 
Recycling

Recyclingサ
イ
ク
ル

Recycling

Recoveryケミカルリサイクル
高炉還元剤利用

ガス化、油化

Feedstock 
Recycling

サ ルリカバリ 固形燃料 燃料代替
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サーマルリカバリー 固形燃料、燃料代替 Energy Recovery



各国のリサイクル率について（２００６年）
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１.ベルギー ２.ブルガリア ３.チェコ ４.デンマーク ５.ドイツ ６.エストニア ７.アイルランド
８.ギリシャ ９.スペイン 10.フランス 11.イタリア 12.キプロス 13.ラトビア 14.リトアニア
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15.ルクセンブルク 16.ハンガリー 17.マルタ 18.オランダ 19.オーストリア 20.ポーランド 21.ポルトガル
22.ルーマニア 23.スロベニア 24.スロバキア 25.フィンランド 26.スウェーデン 27.イギリス 28.ノルウェー

（出典：欧州委員会EUROSTAT ＨＰ）



ドイツにおけるＥＬＶリサイクルの基本スキーム

目標値達成の責務

最
終
所

認
定
解

認
定
破

ＥＬＶ 廃車がら

無
償
引
取
保所

有
者

解
体
業
者

破
砕
業
者解体証明書の発行

登録抹消 必

無害化処理、
大型樹脂部

品 ガラスの回

ＡＳＲの一部
リカバリー

保
証

自治体による認定

自動車メーカー別に
指定

（登録抹消に必要）
品、ガラスの回

収

指定

カ 輸入業者

引取保証契約

メーカー・輸入業者

ＥＬＶの無償引取
により赤字が生じ
た場合 赤字分を

ＥＬＶ引当金の
積立が可能

た場合、赤字分を
補填する義務
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ドイツの３Ｒ状況

• ドイツで発生し、国内外で処理された使用済
自動車の３Rの総量及び率

使用済自動車 499,756（台）
449,280（トン）

リユース 28,220（トン）

リサイクル 361,576（トン）

リカバリー 396,593（トン）

リユース＆リサイクル率 86.8（％）

リユース＆リカバリー率 89.5（％）

（2006年 出典：欧州委員会EUROSTAT ホームページ）
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２．韓国の自動車リサイクル制度について
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韓国の自動車リサイクル法制度

• 電子・電気製品及び自動車の資源循環に気製 動 資源循環

関する法律(２００７年４月公布、２００８年１月施
行）行）

–対象：廃電気・電子製品及び廃自動車

事前予防 事後管理事前予防 事後管理

率を高めるため 製率を高めるため 製 全 程全 程 有機的統合有機的統合管管 体系体系

使用ㆍ回収製品設計 製品製造 販売 リサイクル及び廃棄
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リサイクルリサイクルリサイクル率を高めるための製品リサイクル率を高めるための製品全過程の全過程の 有機的統合有機的統合管理管理体系体系



事前予防規定

有害物質 使用制限• 有害物質 使用制限
鉛、水銀、六価クロム : 0.1%未満

カドミウム 0 01%未満カドミウム : 0.01%未満

• 材質 ∙構造の改善
サイク 能率遵守– リサイクル可能率遵守

• リサイクル情報の提供
リサイクル事業者が要求する場合、製造∙輸入業者は

リサイクル情報を提供

リサイクル情報の提供通信網へ加入、リサイクル情報を
提供
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事後管理規定

＜リサイクル目標＞

2009年１月～2014年末2009年１月～2014年末区分 2015年１月～2015年１月～

物質リサイクル

物質リサイクル&
エネルギー回収エネルギー回収
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事後管理規定事後管理規定

廃廃車の価値が車の価値が廃廃車処理費用より大きい場合車処理費用より大きい場合

• 費用負担
➤➤ 廃廃車の価値が車の価値が廃廃車処理費用より大きい場合車処理費用より大きい場合

廃車価格から廃車処理費用を充当して廃車リサイクル体系や関連主体間の
共同協力でリサイクル義務履行共同協力でリサイクル義務履行
関連主体（自動車 製造.輸入業者、自動車廃車業者、破砕リサイクル業者、
破砕残留物リサイクル業者、廃ガス類処理業者）

➤➤ 廃廃車の価値が車の価値が廃廃車処理費用より小さい場合車処理費用より小さい場合

自動車製造·輸入業者が費用を負担、自動車の廃車を要請した者から無自動車製造 輸入業者 費用を負担、自動車 廃車を要請 者 無

償に回収してリサイクル
リサイクル義務履行方法

自動車廃車業者、 破砕リサイクル業者及び破砕残留物リサイクル業者との契約自動車廃車業者、 破砕リサイクル業者及び破砕残留物リサイクル業者との契約
などを通じてリサイクル
リサイクル関連主体が参加した事業者団体を通じてリサイクル
自動車廃車業者、破砕業者、破砕残留物リサイクル業者などが共同に設立した
法人を通じ リサイク法人を通じてリサイクル
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自動車自動車 リサイクル分析リサイクル分析 in Korea in Korea 

自動車重量
1,110kg (100%)

前処理前処理 オイル 不凍液除去
12.5kg (1.13%)

1.13%

解体解体
リユースパーツ
& 素材リサイクル
480 8kg (43 32%)

43.31%

破砕破砕

480.8kg (43.32%)

プレス自動車
616 7kg (55 56%)

素材リサイクル
445.4kg (40.12%)

40.12% 86.11% (リサイクル率)

83.43%

埋め立て埋め立て

破砕破砕 616.7kg (55.56%)
ASR

171.3kg (15.44%)

直接埋め立て

熱回収
35.0kg (3.15%)

ばいじんの 埋め立て

2.68%

埋め立て埋め立て 直接埋め立て
136.3kg (12.29%)

埋め立て総量

ばいじんの 埋め立て
5.2kg (0.47%)

12 76%

※ 韓国の解体業者、破砕業者による2,000cc の使用済自動車の解体実験データ (韓国自動車工業会, 2006)

141.5kg (12.76%)
12.76%
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３．中国の自動車リサイクル制度について
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中国リサイクル制度の概要

廃棄自動車回収管理弁法（2001年6月16日公布 2001年6月16日施行）廃棄自動車回収管理弁法（2001年6月16日公布、2001年6月16日施行）
①廃棄自動車回収企業に対する資格認定
②企業は「自動車廃棄証明」により廃棄自動車を買い上げ、「廃棄自動車回収証明

書」を発行 所有者は 同証明書により抹消登録の手続きを実施書」を発行。所有者は、同証明書により抹消登録の手続きを実施。
③解体後の5大アッセンブリー（エンジン、ステアリング、変速機、車軸、フレーム）は

鉄鋼会社に売却して製錬原料とする。その他の部品は販売可能ではあるが、「廃
自動車回収用品」と明示する必要あり自動車回収用品」と明示する必要あり。

自動車製品回収利用技術政策（2006年2月公表）
中国の自動車製品廃棄回収制度の設立が目的 ２０１０年までに関連法を整備 主中国の自動車製品廃棄回収制度の設立が目的。２０１０年までに関連法を整備。主
な事項は以下のとおり。

①リサイクル可能率指標を自動車製品市場参入規制管理システムに盛り込む
②生産者責任管理の強化 自動車メーカー主導による完備した管理体制の構築②生産者責任管理の強化。自動車メ カ 主導による完備した管理体制の構築
③リサイクル可能率は、

２０１０年で８５％前後（うちマテリアルリサイクル８０％以上）
２０１２年で９０％前後（うちマテリアルリサイクル８０％以上）２０１２年で９０％前後（うちマテリアルリサイクル８０％以上）
２０１７年で９５％前後（うちマテリアルリサイクル８５％以上）

④鉛合金、蓄電池、鉛コーティング、クロムコーティング、添加剤、ライト用水銀を除
き、鉛、水銀、カドミウム、六価クロムの使用を制限
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銀
その他、電気自動車（ハイブリッド車を含む）の生産企業に対するバッテリーの回収・
処理についても言及。



中国リサイクル制度概要

廃自動車回収企業総量規制方案（2001年）廃自動車回収企業総量規制方案（2001年）
回収解体業者を地級市に１社、直轄市に２～４社。計画単列市及び省都に１～2社

設ける。現在約３９０社存在。

老朽自動車廃棄更新補助資金管理暫定弁法（1995年施行）
大型貨物車・旅客自動車、大型路線バス、農村の旅客自動車に対し、それぞれ４００

０元/台 １万５０００元/台 １万元/台の補助０元/台、１万５０００元/台、１万元/台の補助。

自動車廃棄基準（1986年施行）
各種タクシ の使用期限は６ ８年 その他車両の使用期限は１０ ２０年 累計走各種タクシーの使用期限は６～８年、その他車両の使用期限は１０～２０年、累計走

行距離５０万Ｋｍ以上。
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中国における自動車リサイクルのスキーム

解体業者が実車状況

登録を行う

公安機関で元の登録と照

合・審査を実施
廃自動車回収、解

体程序示意图：

廃車オーナーが自動車
と関連資料を引き渡す

車両破損状況と実車状態の写真
を撮り、資料をディスクに保存

廃自動車の解体

警察が立ち会って車両破壊事
実を確認後「自動車登録抹消

車体 五大アッ 有用部品 非鉄廃油などの廃液

廃自動車の解体

決定書」を発行

オーナーが自動車「抹消

車体、五大アッ
センブリー

有用部品、非鉄
金属、非金属

廃油などの廃液
の処理・回収

オ ナ が自動車 抹消
証明」、「回収証明」と車
両残価を受け取り、他の関
連の手続きを行う。

分別販売ガス切断、剪
断・梱包プレス

解体後の廃棄

分別販売

合格原料

解体後の廃棄
物(ゴミ)
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製鉄所

別途処分
（埋立）


